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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第13期

第１四半期連結
累計期間

第14期
第１四半期連結
累計期間

第13期

会計期間
自平成26年１月１日
至平成26年３月31日

自平成27年１月１日
至平成27年３月31日

自平成26年１月１日
至平成26年12月31日

売上高 （百万円） 4,620 4,369 19,378

経常利益 （百万円） 130 84 452

四半期（当期）純利益 （百万円） 96 317 347

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △95 360 786

純資産額 （百万円） 10,460 11,524 11,342

総資産額 （百万円） 34,375 34,992 33,124

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 1.08 3.56 3.90

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.41 32.91 34.22

　（注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。

２. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　３．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

  当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の景気対策や日銀の金融緩和策を背景に、企業収益や

雇用情勢に改善が見られたものの、円安による原材料等の価格上昇や物価の上昇に伴う実質賃金の低下等、先行

き不透明な状態が続いております。

こうした状況のもと、当社グループは市場ニーズを先取りする高付加価値・高品質商品を提供する「暮らしと

社会の明日を紡ぐ企業」として、競争力の強化と収益性の向上に取り組んでまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は4,369百万円（前年同期比5.4％減）、営業利益は142百万円

（前年同期比30.9％減）、経常利益は84百万円（前年同期比35.2％減）、四半期純利益は317百万円（前年同期比

230.1％増）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

[衣料事業]

衣料事業は、各種繊維を原料とする衣料用素材の製造および販売を行っております。

毛糸部門では、織糸販売が健闘したものの、原毛高によるウール離れや、加工賃の上昇を吸収できず、減収とな

りました。

ユニフォーム部門では、学校向け制服素材は、入学シーズンに向けた追加発注が振るわず、減収となりました。

企業向け制服素材は、別注案件が伸びず、また昨年の消費増税前の駆け込み需要の反動もあり、減収となりまし

た。官公庁向けは、官公庁の経費削減による調達量減少や、原料高が響き、減収となりました。

テキスタイル部門では、郊外専門店向けメンズ、レディース素材が伸びたことや、ベトナムでの増産も寄与し、

増収となりました。

この結果、衣料事業は、売上高1,661百万円（前年同期比2.8％減）、営業損失26百万円（前年同期は37百万円の

営業損失）となりました。

[インテリア産業資材事業]

インテリア産業資材事業は、自動車用内装材、排水処理資材・土木資材・緑化資材などさまざまな用途の産業用

資材、インテリア製品の製造および販売を行っております。

ポリプロファイバー部門は、全体的には堅調に推移しましたが、前期と比較し、寝装用不織布・住宅建材用途向

けなど消費増税前の駆け込み特需がなく、減収となりました。

カーペット部門は、カーマット用途、一般家庭用途など概ね順調に推移しました。

不織布部門は、寝装用途・土木・緑化・防草資材等の公共事業関連などを中心に概ね順調に推移しました。

特殊繊維部門は、金属繊維およびカーボン繊維製品とも受注も安定し、順調に推移しました。

自動車内装材部門は、長引く国内自動車販売の低迷を受けて減収となりました。

自動車内装材製造販売の中国子会社は、日系自動車メーカーの販売低調による生産調整の影響から減収となりま

した。

この結果、インテリア産業資材事業は、売上高1,627百万円（前年同期比14.7％減）、営業利益60百万円（前

年同期比56.3％減）となりました。

 

[半導体事業]

半導体事業は、半導体・電子機器の製造および販売を行っており、新規案件の立ち上がりもあって、受注・売上

とも堅調に推移し、売上高509百万円(前年同期比21.9％増)、営業利益13百万円(前年同期は10百万円の営業損失)

となりました。
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[ファインケミカル事業]

ファインケミカル事業は、ヘルスケア関連薬品、工業用薬品の製造および販売を行っており、欧州向けの機能

性材料や国内の電子材料用途が堅調に推移した結果、売上高181百万円（前年同期比16.8％増）、営業利益８百万

円（前年同期比151.4％増）となりました。

 

[不動産事業]

不動産事業は、事務所賃貸や複合商業施設などの不動産開発・管理を行っており、概ね堅調に推移しましたが、

賃貸市場の低迷により、売上高247百万円（前年同期比3.5％減）、営業利益142百万円（前年同期比4.4％減）とな

りました。

 

[その他]

その他は、自動車学校の運営、新規事業および中国における貿易業務などを行っております。

自動車教習事業は前年並みでしたが、新規事業の毛染めの販売が下期にずれたため、売上高141百万円（前年同

期比18.0％減）、営業利益25百万円（前年同期比11.3％減）となりました。

 

（2）資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比1,868百万円増加し、34,992百万円となりまし

た。その主な要因は、電子記録債権および受取手形及び売掛金の増加によるものであります。

負債は、前連結会計年度末比1,686百万円増加し、23,467百万円となりました。その主な要因は、短期借入金

および長期借入金の増加によるものであります。

純資産は、前連結会計年度末比182百万円増加し、11,524百万円となりました。その主な要因は、利益剰余金

およびその他有価証券評価差額金の増加によるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

（4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は19百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

EDINET提出書類

株式会社トーア紡コーポレーション(E00556)

四半期報告書

 4/17



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 143,000,000

計 143,000,000

（注）平成27年３月27日開催の第13回定時株主総会において、当社の発行する株式について、株式併合の効力発生日

（平成27年７月１日）をもって、発行可能株式総数を128,700,000株減少し、14,300,000株とする旨が承認可決さ

れております。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年５月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 89,404,488 89,404,488
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 89,404,488 89,404,488 － －

（注）平成27年３月27日開催の第13回定時株主総会において、株式併合の効力発生日（平成27年７月１日）をもって、

単元株式数を1,000株から100株に変更する旨が承認可決されております。

なお、株式併合後の発行済株式総数は、8,940,448株となります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

平成27年１月１日～

平成27年３月31日
－ 89,404,488 － 3,940 － 2,067

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
 （自己保有株式）

 普通株式   206,000
－ －

完全議決権株式（その他）  普通株式 89,027,000 89,027 －

単元未満株式  普通株式   171,488 － －

発行済株式総数 89,404,488 － －

総株主の議決権 － 89,027 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株あります。

なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

㈱トーア紡コーポレー

ション

大阪市中央区城見

一丁目２番27号
206,000 － 206,000 0.23

計 － 206,000 － 206,000 0.23

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,683 1,814

受取手形及び売掛金 ※３ 3,127 3,710

電子記録債権 3 594

商品及び製品 1,931 2,068

仕掛品 550 654

原材料及び貯蔵品 1,177 1,305

繰延税金資産 54 82

その他 225 315

貸倒引当金 △31 △28

流動資産合計 8,723 10,516

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,798 2,750

機械装置及び運搬具（純額） 757 733

土地 17,390 17,390

リース資産（純額） 69 68

建設仮勘定 1 2

その他（純額） 74 70

有形固定資産合計 21,091 21,017

無形固定資産   

のれん 1 1

その他 72 70

無形固定資産合計 73 71

投資その他の資産   

投資有価証券 1,924 2,013

繰延税金資産 5 4

その他 1,325 1,390

貸倒引当金 △20 △20

投資その他の資産合計 3,234 3,387

固定資産合計 24,400 24,475

資産合計 33,124 34,992
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,587 1,782

短期借入金 4,953 6,193

1年内償還予定の社債 640 680

未払法人税等 85 26

繰延税金負債 3 －

賞与引当金 － 120

その他 860 692

流動負債合計 8,130 9,495

固定負債   

社債 1,010 1,150

長期借入金 5,372 5,851

繰延税金負債 5,055 4,780

退職給付に係る負債 964 971

長期預り敷金保証金 1,138 1,132

資産除去債務 41 41

その他 67 43

固定負債合計 13,650 13,972

負債合計 21,781 23,467

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,940 3,940

資本剰余金 3,570 3,570

利益剰余金 2,253 2,393

自己株式 △19 △19

株主資本合計 9,745 9,885

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 514 592

繰延ヘッジ損益 32 4

為替換算調整勘定 1,042 1,035

その他の包括利益累計額合計 1,589 1,632

少数株主持分 7 7

純資産合計 11,342 11,524

負債純資産合計 33,124 34,992
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 4,620 4,369

売上原価 3,763 3,569

売上総利益 857 799

販売費及び一般管理費 650 656

営業利益 206 142

営業外収益   

受取利息 0 3

受取配当金 0 0

為替差益 － 4

債務消滅益 3 －

その他 6 5

営業外収益合計 10 13

営業外費用   

支払利息 53 45

持分法による投資損失 5 3

為替差損 5 －

その他 21 22

営業外費用合計 85 71

経常利益 130 84

特別利益   

固定資産売却益 37 －

特別利益合計 37 －

特別損失   

固定資産廃棄損 0 0

ゴルフ会員権売却損 － 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益 168 83

法人税、住民税及び事業税 103 66

法人税等調整額 △31 △301

法人税等合計 72 △234

少数株主損益調整前四半期純利益 96 318

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 0

四半期純利益 96 317
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 96 318

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △72 77

繰延ヘッジ損益 △6 △28

為替換算調整勘定 △84 3

持分法適用会社に対する持分相当額 △27 △10

その他の包括利益合計 △191 42

四半期包括利益 △95 360

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △95 360

少数株主に係る四半期包括利益 △0 0
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 （1）連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

 （2）持分法適用の範囲の重要な変更

前連結会計年度に持分法非適用関連会社であったDONG NAM WOOLEN TEXTILE CO.,LTD.は追加出資により重要性

が増したため、当第１四半期連結会計期間より持分法適用の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（税効果会計に使用する法定実効税率の変更）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度より、法人税等

の税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率を、平成28年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については当連結会計年度の35.6％

から33.0％に、平成29年１月１日以後に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については32.2％にそ

れぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産が８百万円、繰延税金負債が296百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が

20百万円、法人税等調整額が268百万円減少しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

　　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年３月31日）

ＮＣ　Ｗorks,Ｉnc. 21百万円 36百万円

上記の債務保証は、富雅樂企業股份有限公司による債務保証を当社子会社が再保証したものであります。

 

２．受取手形等割引高

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年３月31日）

受取手形割引高 1,277百万円 157百万円

電子記録債権割引高 324 24

 

※３．四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年度末日満期手形等が、

前連結会計年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年３月31日）

受取手形 5百万円 －百万円

割引手形 123 －

電子記録債権割引高 22 －
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（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日）

減価償却費 103百万円 102百万円

のれんの償却額 － 0

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

　　配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日

定時株主総会
普通株式 178 2.00  平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

　　配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月27日

定時株主総会
普通株式 178 2.00  平成26年12月31日 平成27年３月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連
結損益計
算書計上
額

（注）３
 衣料事業

インテリ
ア産業資
材事業

半導体
事業

ファイン
ケミカル
事業

不動産
事業

計

売上高           

外部顧客への

売上高
1,709 1,908 418 155 256 4,448 171 4,620 － 4,620

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

13 3 8 － 4 29 76 105 △105 －

計 1,723 1,911 426 155 261 4,478 248 4,726 △105 4,620

セグメント

利益又は損

失（△）

△37 139 △10 3 149 244 28 273 △67 206

　（注） 1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである自動車教習事業、新規事業等

が含まれております。

2．セグメント利益又は損失の調整額△67百万円には、セグメント間取引消去△１百万円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△65百万円が含まれております。全社費用は、主にセグメントに帰属しない

一般管理費等であります。

3．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連
結損益計
算書計上
額

（注）３
 衣料事業

インテリ
ア産業資
材事業

半導体
事業

ファイン
ケミカル
事業

不動産
事業

計

売上高           

外部顧客への

売上高
1,661 1,627 509 181 247 4,228 141 4,369 － 4,369

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

9 3 2 － 4 20 74 94 △94 －

計 1,670 1,630 512 181 252 4,248 215 4,463 △94 4,369

セグメント

利益又は損

失（△）

△26 60 13 8 142 199 25 225 △82 142

　（注） 1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントである自動車教習事業、新規事業等

が含まれております。

2．セグメント利益又は損失の調整額△82百万円には、セグメント間取引消去３百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△85百万円が含まれております。全社費用は、主にセグメントに帰属しない一

般管理費等であります。

3．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

（企業結合等関係）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 1円 8銭 3円56銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 96 317

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 96 317

普通株式の期中平均株式数（千株） 89,200 89,197

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

  該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年５月１２日

株式会社トーア紡コーポレーション

取 締 役 会　御 中

 

京　都　監　査　法　人

 

 
指 定　社 員
業務執行社員

 公認会計士 山　 本 　眞　 吾　 印

 

 
指 定　社 員
業務執行社員

 公認会計士 加　 地　　　　敬　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社トーア

紡コーポレーションの平成２７年１月１日から平成２７年１２月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成２７年１月１日から平成２７年３月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２７年１月１日から平成２７

年３月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結

包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社トーア紡コーポレーション及び連結子会社の平成２７年３月

３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　　上
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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